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民需は製造業の大幅減を受けて 2カ月ぶりの減少 

経済調査部 研究員 吉田 智聡  

 [要約] 

 2021 年 8月の機械受注（船電除く民需）は前月比▲2.4％と、市場予想に反して 2カ月

ぶりに減少した。内閣府は機械受注の基調判断を前月の「持ち直しの動きがみられる」

から「持ち直しの動きに足踏みがみられる」に引き下げた。 

 製造業からの受注額は前月比▲13.4％と 5カ月ぶりに減少し、民需（船電除く）全体を

押し下げた。業種別では電気機械やはん用・生産用機械、造船業などからの受注額が減

少した。他方、非製造業（船電除く）からの受注額は同＋7.1％と 2カ月ぶりに増加し、

卸売業・小売業や運輸業・郵便業、通信業などが押し上げた。外需は同▲14.7％と 2カ

月ぶりに減少した。 

 先行きの民需（船電除く）は当面は足踏みした後、緩やかな回復基調へと転じよう。製

造業では米国や欧州向けの輸出の増加が支えとなり、とりわけ不足状態が続いている

半導体関連の設備投資が押し上げるとみている。非製造業も経済正常化の流れを受け、

運輸業・郵便業などが航空機や鉄道車両など先送りしていた投資を再開することで、

徐々に持ち直すとみている。 

図表 1：機械受注の概況（季節調整済み前月比、％） 

 

  

2020年 2021年

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

民需（船電を除く） 5.3 ▲4.5 ▲8.5 3.7 0.6 7.8 ▲1.5 0.9 ▲2.4
コンセンサス 1.4
DIRエコノミスト予想 1.7
　製造業 10.3 ▲4.2 ▲5.5 ▲0.1 10.9 2.8 3.6 6.7 ▲13.4
　非製造業（船電を除く） 4.9 ▲8.9 ▲10.9 9.5 ▲11.0 10.0 3.8 ▲9.5 7.1
外需 3.1 6.4 76.2 ▲53.9 46.2 11.4 ▲10.0 24.1 ▲14.7
（注）コンセンサスはBloomberg。

（出所）内閣府統計より大和総研作成
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【総括】民需は製造業の大幅減を受けて 2カ月ぶりに減少 

2021年 8月の機械受注（船電除く民需）は前月比▲2.4％と、コンセンサス（Bloomberg 調査：

同＋1.4％）の予想に反して 2カ月ぶりに減少した。内閣府は機械受注の基調判断を前月の「持

ち直しの動きがみられる」から「持ち直しの動きに足踏みがみられる」に引き下げた。 

製造業からの受注額は 5カ月ぶりに減少した。製造業からの受注額はこのところ増加が続き、

民需（船電除く）の増加を牽引してきたが、増加基調が一服したとみられる。 

非製造業（船電除く）からの受注額は 2カ月ぶりに増加した。幅広い業種で増加し、卸売業・

小売業や運輸業・郵便業、通信業などが押し上げた。増加したとはいえ、水準は低く後述するよ

うに 7-9月期の見通しを達成するのは困難な状況にある。 

8月の結果については、力強い回復が続いていた製造業が足踏みしたことが特徴といえる。た

だし、製造業の減少は後述するように電子・通信機械の反動減によるところが大きい。また、非

製造業（船電除く）全体を 3 カ月後方移動平均で見ると緩やかに増加傾向にある。以上の点か

ら、設備投資の回復基調は維持されているといえよう。 

図表 2：需要者別機械受注(季節調整値) 

 

図表 3：機械受注額と名目設備投資(季節調整値) 
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【製造業】電気機械やはん用・生産用機械の大幅減を受けて 5カ月ぶりに減少 

製造業からの受注額は前月比▲13.4％と 5 カ月ぶりに大幅に減少した。機種別に見ると産業

機械や、半導体製造装置を含む電子・通信機械が押し下げた（図表 4左）。業種別では、17業種

中 11業種で減少が見られ、とりわけ電気機械（同▲16.8％）やはん用・生産用機械（同▲13.4％）、

造船業（同▲33.8％）などからの受注額が減少した。電気機械は前月の反動（前月：同＋33.5％）

とみられる。また、石油製品・石炭製品（同▲2.2％）は 4カ月連続の減少となった。原油など

の資源価格の上昇を受けて企業収益が圧迫される懸念が強まり、設備投資を手控えている可能

性がある。他方、前月までの反動から情報通信機械（同＋93.0％）やその他輸送用機械（同＋

53.1％）は増加した。 

 

【非製造業】増加に転じるも見通し達成は厳しい見込み 

非製造業（船電除く）からの受注額は前月比＋7.1％と 2 カ月ぶりに増加した。3 カ月後方移

動平均で見ると 5 カ月連続で増加しており、緩やかながら回復基調にある。機種別では前月の

反動から産業機械が押し上げた（図表 4右）。業種別では、11業種中 7業種で増加が見られ、卸

売業・小売業（同＋94.2％）や運輸業・郵便業（同＋35.1％）、通信業（同＋40.0％）などから

の受注額が増加した（p.8）。卸売業・小売業や運輸業・郵便業は前月の業種別減少寄与度上位 3

業種のうちの 2業種であったことから、8月はその反動で増加したとみられる。その他非製造業

（同▲8.8％）や金融業・保険業（同▲12.1％）などは減少した。 

もっとも、7月の減少幅の大きさや 8月の増加幅の小ささが影響し、7-9月期に回復が期待さ

れた非製造業の見通し達成は厳しい状況にある。7月と 8月の実績から逆算すると、7-9月期の

非製造業（船電除く）の見通しを達成するには、9月は前月比＋49.0％となる必要がある。 

 

図表 4：機種別機械受注 
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【外需】全機種が減少するも依然として高い水準を維持 

外需は前月比▲14.7％と 2 カ月ぶりに減少した。もっとも、外需は依然として高い水準にあ

る（図表 5）。機種別に見ると、全機種が減少し、とりわけ電子・通信機械の減少幅が大きかっ

た（図表 6）。同機種の減少は前月の反動減とみられ、世界的な半導体不足の中で半導体製造装

置の需要は依然として高水準にあると考えられる。 

機械受注の外需動向を地域別に見る上で参考となる工作機械受注を確認すると、8月の外需は

前月から 2.9％減少した（日本工作機械工業会、図表 7、大和総研による季節調整値）。地域別に

見ると、中国（同▲11.0％）が減少し、同国の景気減速を示唆している。他方、欧州（EU＋英国、

同＋3.2％）と米国（同＋2.2％）からの受注は 7カ月連続の増加となった。 

工作機械受注は 9 月分が既に公表されており、内需は前月比＋9.0％、外需は同▲2.5％であ

った。内需は 4カ月連続の増加となっており、回復基調が続いている。なお、日本工作機械工業

会は 2021年の工作機械受注の見通しを 1兆 2,000億円から 1兆 4,500億円前後に引き上げた 1。 

 

図表 5：一般機械の輸出と機械受注の外需   図表 6：機種別の機械受注の外需 

 
 

図表 7：工作機械受注の推移 

   
                                 
1 Bloomberg「工作機械受注の 21年見通し、１兆 4500億円に上方修正－半導体関連好調」（2021年 9月 21

日） 
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【先行き】民需は半導体需要を追い風に緩やかな回復基調の見込み 

先行きの民需（船電除く）は当面は足踏みした後、緩やかな回復基調に転じるとみている。米

国経済は堅調に推移しているほか、欧州経済も総じて見れば回復基調にあり、外部環境の改善

を背景とした機械受注の増加が期待される。中国などアジア向けは頭打ち感が強まっているも

のの、欧米向けの輸出が増加することで、大勢として製造業の設備投資意欲は衰えないだろう。 

2021年 9月調査の日銀短観における全規模全産業の 2021 年度設備投資計画（含む土地、ソフ

トウェアと研究開発投資額は含まない）は前年度比＋7.9％と、6月調査（同＋7.1％）から上方

修正された 2。また、設備の過不足感を示す「生産・営業用設備判断 DI」（全規模）を見ると、

製造業の設備過剰感はほぼ解消されている（図表 8）。非製造業も設備過剰感は解消していると

みられ、経済活動の正常化の進展で設備投資の回復が加速しよう。 

経済産業省の製造工業稼働率指数（2015年＝100）を見ると、半導体素子製造業や集積回路製

造業を含む「電子部品・デバイス工業」の 7月の稼働率指数（季節調整値）は 107.3となってお

り、同業種のコロナショック以前の水準や 7 月の製造工業全体（同 94.9）を上回っている。こ

うした足元の半導体不足による高稼働率の解消や中長期的な半導体不足への対策 3、あるいは経

済安全保障上の理由での国内拠点整備という観点から、製造業では半導体関連を中心に設備投

資が続くと考えられる。 

経済活動の正常化が進むことで、運輸業・郵便業では航空機や鉄道車両など先送りしていた設

備投資を再開することが期待される。日本では 9 月末をもって緊急事態宣言とまん延防止等重

点措置が全面解除され、海外でも観光客の受け入れが再開されつつある。今後国内外で人の移

動が正常化していけば、運輸業・郵便業を中心に非製造業の設備投資は回復するだろう。 

図表 8：生産・営業用設備判断 DI（全規模）の推移 

 

                                 
2 日銀短観の詳細については、久後翔太郎「2021年 9月日銀短観」（2021年 10月 1日、大和総研レポート）を

参照。 
3 半導体不足やそれによる経済への影響については、小林若葉、中村華奈子「部品調達難で拡大する自動車減

産の影響」（2021年 9月 15日、大和総研レポート）を参照。 
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